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政治過程論

研究における私の問題関心は、少子・高

齢化する現代日本社会において変容する政

治過程についてである。それらは「ポピュ

リズムと政党政治」という「政治」の観点

と、「少子高齢化していく社会への対応」

という「政策」の観点とに分けることがで

きる。

まず、政党政治の観点では、主としてポ

ピュリズムに関する理論と研究動向とを参

照して検討している。例えば、90年代初頭

の政界再編期において小政党ながらも重要

な役割を果たした日本新党は、戦後の長期

政権を担ってきた自民党をはじめとする既

成政党やプロフェッショナルな政治家に対

する批判が、その主張の１つの特徴であっ

た。こうした既存の政治エリートに対する

不信感を背景とした政治的な動きは、アメ

リカにおけるトランプ政権の誕生やイギリ

スのEU離脱など、ポピュリズムとしていま

や世界的に注目を集めるようになっている。

日本においても特に地方政治において、

（自民党から分派したものではあるが）大

阪維新の会や都民ファーストの会などがこ

うした流れに位置付けることができる。た

だ、大阪維新の会はすでに地元・大阪にお

いて10年以上の統治経験を持ち、単なる

「反エリート主義」とは違う側面も持つよ

うになっている。こうした統治経験を持つ

ポピュリスト政党は欧州諸国をはじめとし

て増えているので、比較検討をしてきたい。

次に、少子高齢化していく社会に対処す

る政策についての関心は、「子育て支援政

策」と「外国人政策」とに分けることがで

きる。「少子化」の問題が政治課題と広く

認識された最初の段階では、主に「子育て

支援」という枠組みから議論されていた。

現在でも待機児童問題が大きな課題となっ

ているが、拡大する保育需要への対応が少

子化対策の最初の取り組みだった。少子化

対策は次第にその守備範囲を広げて日本型

福祉国家の再編（「社会保障と税の一体改

革」など）をめぐる議論へとつながり、私

の関心もそれにつれて広がることになった。

もう一つの「政策」領域での関心は、地

方政府の外国人政策である。特に「ニュー

カマー」といわれる90年代以降に定住する

ようになった外国人住民に対する、地方政

府の対応について追跡している。外国人労

働者は減少する労働力の補完という観点か

ら議論されることが多いが、それでは十分

ではない。なぜなら定住外国人の人たちは

単なる「労働者」ではなく、家族を持ち、

教育を受けて成長をする「生活する市民」

だからである。それゆえ、ニューカマーが

多く住む地域の地方政府は、外国人政策の

目標を「出稼ぎ労働者への対策」から「多

文化共生」へと昇華させてきている。

このように、私の研究は現在進行形で少

子高齢化していく社会を「政治」と「政

策」の両側面から捉えることを目指してい

る。そして教育の面では、このような研究

から得られた知見を伝えていくことで、学

生たちが現実の日本社会と政治とについて

自律的に観察・考察できるようになること

を目指している。

少子高齢化社会における政治過程の変容
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